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平成１７年５月３１日 

各  位 

        会社名     山陽特殊製鋼株式会社 

        本社所在地 姫路市飾磨区中島３００７番地 

        代表者名   取締役社長  佐々木  宏機 

        （コード番号５４８１ 東証・大証第一部） 

        問合せ先   取締役総務部長  堤  晴兒 

        （ＴＥＬ ０７９２－３５－６００３） 

 

中期連結経営計画（2005～2007 年度）について 

 

 山陽特殊製鋼株式会社（社長：佐々木宏機）は、このたび２００５～２００７年度を実行期間とす

る中期連結経営計画を策定いたしました。 

 計画の主な内容は以下のとおりであります。 

 

１．経営理念 

 当社グループでは、「信頼の経営」（社会からの信頼、お客様からの信頼、人と人との信頼）を経

営理念としております。 

 高品質の特殊鋼づくりと地域社会との融和を通じて、豊かで文化的な社会の実現に貢献するととも

に、鋭敏な感覚でお客様のニーズをとらえて迅速・的確に行動すること、従業員一人ひとりが“創造

する喜び”を肌で感じ、働きがいを実感できる企業風土を醸成することが、企業存立の要件であり使

命であると認識しております。 

 

２．中期経営計画策定にあたっての考え方 

  人・モノ・資金・情報が、国や地域を越えてより自由に、世界的規模で行き来するグローバル化の

一層の進展により、世界経済の“同時進行化”はますます顕著になってきております。自由貿易協定

（ＦＴＡ）の締結など、今後も国や地域の相互依存性がこれまで以上のスピードと規模で進むことが

予想される中、企業経営の面では、常在する新たな事業機会とリスクを想定した事業体質の一層の強

化を図らなければなりません。 

 鉄鋼業界につきましては、米国や中国を軸とした世界経済の拡大を背景に、足下では業績が回復し

経営環境は大きく変化してきました。特殊鋼業界では、世界的な高級鋼不足と日本の特殊鋼の品質優

位性から、０５年度以降も自動車業界をはじめとする主要需要業界からの需要は、しばらくの間、高

位に推移するものと思われます。一方、原燃料価格の高騰による原料コストの大幅な上昇が鉄鋼業界

全体の深刻な問題となっており、企業収益の面では予断を許さぬ状況が続くことが予想されます。 

  激変する世界経済のうねりと、そこに起因する業界を取り巻く大きな経営環境の変化の中で、当社

グループは、特殊鋼メーカーとしてのプレゼンスを一層高めるためには、高品質の特殊鋼を安定的に

供給し広く需要業界からの負託に応えていくことを通じて、「企業価値の向上」を図ることが必須で

あるとの認識に立ち、新たな中期経営計画を策定いたしました。 

 ０５～０７年度の３ヵ年を通じて、磐石な事業基盤を構築しＲＯＳ１０％を安定的に確保すること

により、「企業価値の向上」を図る考えであります。また同時に、社会を構成する一員として経済性

と社会性の両立を図り、企業が果すべき社会的責任を確実に遂行してまいります。 
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３．中期３ヵ年の経営基本方針 

 ─企業価値の向上─ 

 事業基盤の充実を図り収益力を強化することで、グループ全体の企業価値を高め、需要家、社会お

よび市場からの一層の信頼が得られる企業を目指す。 

 

４．経営数値目標 

 ─安定的に「ＲＯＳ１０％」を達成する収益構造の確立─ 

          （単位：億円、％） 

項 目 2004 年度（実績） 2007 年度（計画）   

（売上高） （１,０８２） （１,４００） (３１８) (＋29.4) 

経常利益 ５５ １４０ ８５ ＋154.5 

当期純利益 ２７ ７５ ４８ ＋177.8 

総資産 １,２２７ １,３５０ １２３ ＋ 10.0 

有利子負債 ３７４ ２３０ △１４４ △ 38.5 

ＲＯＳ(*) ５.１％ １０％   

   (*)ＲＯＳ＝経常利益÷売上高 

 

 ●収益改善の内訳 

 

ベース経常利益（2004 年度実績） ５５億円 

 

売上数量増、品種構成の改善 ４０億円 

コストダウン ３０億円 

連結子会社収益の改善など １５億円 

合 計 ８５億円 

 

経常利益目標 （2007 年度計画） １４０億円 

 

 ●キャッシュ・フローの改善 

           （単位：億円） 

項 目 2004 年度（実績） 2007 年度（計画） 05～07 年度累計 

経常利益 ５５ １４０ ３５０ 

減価償却費 ５４ ６０ １７０ 

設備投資等 △２８ △７０ △２１０ 

運転資金 △７０ ０ △３０ 

法人税、配当金等 △７ △６０ △１４０ 

ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ４ ７０ １４０ 

増減額・率 

＋５ﾎﾟｲﾝﾄ 
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 ●売上高および営業利益のセグメント別内訳 

          （単位：億円、％） 

  2004 年度(実績) 2007 年度(計画)   

売上高 ９３６ １,２１０ ２７４ ＋ 29.3 
鋼 材 

営業利益 ６９ １４０ ７１ ＋102.9 

売上高 １３９ １８０ ４１ ＋ 29.5 
素形材 

営業利益 △５ ５ １０ ─ 

売上高 ７ １０ ３ ＋ 42.9 
その他 

営業利益 １ １ ０ 0.0 

売上高 １,０８２ １,４００ ３１８ ＋ 29.4  

計 

 

営業利益 

（経常利益） 

６５ 

（５５） 

１４５ 

（１４０） 

８０ 

(８５) 

＋123.1 

(＋154.5) 

 

５．重点施策 

 

   

 ◆製品の安定供給を通じて、需要家の国際競争力のさらなる強化に貢献するため、 

生産の上方弾力性（04 年度製品生産実績 7 万ｔ/月→製品生産能力 8 万ｔ/月） 

を具備し、効率的な生産体制を構築する。 

 

   

 ◆高付加価値製品の販売比率を高めるため、設備面の充実を図るとともに、営業・ 

技術・研究開発各部門の連携により営業力を強化する。 

 

   

 ◆当社のコア技術である高清浄度鋼製造技術をベースとして、「高信頼性鋼の山陽」 

のブランド力を強化するとともに、No.１製品のさらなる市場での浸透を図る。 

 

   

 ◆国内素形材事業の収益力の一層の向上を図るとともに、中国事業における鍛旋 

一貫加工技術の早期確立により収益改善を図る。 

 

   

 ◆社会を構成する一員として、企業倫理の徹底や地球環境対策の確実な実行など、 

社会的貢献と社会的責任を果すことにより経済性と社会性の両立を図る。 

 

 

以 上 

増減額・率 

(1) 効率的生産体制の構築 

(2) 高付加価値製品の販売構成比率の向上 

(3) 「高信頼性鋼の山陽」のブランド力強化 

(4) 素形材事業の収益安定化 

(5) ＣＳＲ経営の一層の推進 
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【参考資料１】当社単体の経営目標など 

 

 

①経営数値目標 

          （単位：億円、％） 

項 目 2004 年度（実績） 2007 年度（計画）   

（売上高） （１,０２４） （１,３００） (２７６) (＋27.0) 

＜売上数量＞ <84 万ｔ> <90 万ｔ> <6 万ｔ> ＋  7.1 

経常利益 ５６ １３０ ７４ ＋132.1 

当期純利益 ２６ ７０ ４４ ＋169.2 

総資産 １,１８６ １,３００ １１４ ＋  9.6 

有利子負債 ３３２ ２００ △１３２ △ 39.8 

ＲＯＳ(*) ５.５％ １０％   

   (*)ＲＯＳ＝経常利益÷売上高 

 

 

②収益改善の内訳 

 

ベース経常利益（2004 年度実績） ５６億円 

 

売上数量増、品種構成の改善 ４０億円 

コストダウン ３０億円 

その他 ５億円 

合 計 ７５億円 

 

経常利益目標 （2007 年度計画） １３０億円 

 

 

③キャッシュ・フローの改善 

           （単位：億円） 

項 目 2004 年度（実績） 2007 年度（計画） 05～07 年度累計 

経常利益 ５６ １３０ ３２０ 

減価償却費 ４６ ５０ １４０ 

設備投資等 △２３ △６０ △１８０ 

運転資金 △８８ １０ △２０ 

法人税、配当金等 △５ △６０ △１３０ 

ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △１４ ７０ １３０ 

 

増減額・率 

＋４.５ﾎﾟｲﾝﾄ 
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【参考資料２】業績等の推移 

 

①業績 

 連結 

         （単位：百万円、％） 

      
項目 

02 年度 03 年度 04 年度  (*) 05 年度 07 年度 

売上高 82,037 87,306 108,189  127,000 140,000 

経常利益 989 1,526 5,523  9,500 14,000 

当期純利益 194 228 2,681  5,300 7,500 

ＲＯＳ 1.2％ 1.7％ 5.1％  7.5％ 10％ 

 （*）平成 17 年 5 月 10 日の公表数値 

 単体 

         （単位：百万円、％） 

      
項目 

02 年度 03 年度 04 年度  (*) 05 年度 07 年度 

売上高 76,572 82,096 102,372  120,000 130,000 

経常利益 1,060 1,523 5,581  8,500 13,000 

当期純利益 33 470 2,587  4,700 7,000 

ＲＯＳ 1.4％ 1.9％ 5.5％  7.1％ 10％ 

 （*）平成 17 年 5 月 10 日の公表数値 

 

②設備投資および減価償却費 

 連結 

         （単位：百万円、％） 

     新中期計画   
項目 

02 年度 03 年度 04 年度 累計  05～07 年度累計 増減額 増減率 

設備投資 5,377 4,418 3,642 13,437  21,000 7,563 ＋56.3 

減価償却費 6,201 5,679 5,418 17,298  17,000 △298 △ 1.7 

 

 単体 

         （単位：百万円、％） 

     新中期計画   
項目 

02 年度 03 年度 04 年度 累計  05～07 年度累計 増減額 増減率 

設備投資 1,653 2,352 3,551 7,556  20,000 12,444 ＋164.7 

減価償却費 5,194 4,810 4,618 14,622  14,000 △622 △ 4.3 

 

以 上 

前中期期間の実績 

前中期期間の実績 

前中期期間の実績 

前中期期間の実績 

新中期計画 

前中期との比較 

前中期との比較 

新中期計画 


